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本大震災は、岩手、宮城、福島の3

県をはじめ、広範囲にわたり多大な

被害をもたらしました。その被害は、

生活基盤の壊滅、行政機能の不全、

日常生活機能の断絶等、最も重篤度

が高い「catastrophe」に分類され

るものであり、私たちは未曾有の大

災害を経験したことになります。

東日本大震災の被災地では、介護

の担い手が被災するなかで地域の介

護をだれが担うのか、医療から介護

への橋渡しをどうするのか、あるい

は被災地においてだれがそれらを

コーディネートするのかなど、介護

の分野でもさまざまな課題が顕在化

しました。一方、被災地の介護の現

場では、被災後の混乱のなか、これ

らの課題に対応しながら高齢者を支

えるさまざまな取り組みが行われて

おり、それらの経験は今後に向けた

教訓として非常に貴重なものになる

と考えられます。

また、震災から2年が経過しまし

たが、その間、被災者の生活の場は、

避難所から復旧仮設住宅、さらには

復興住宅へと移ったり、あるいは再

建した自宅にもどったりと、時間の

経過とともに変化してきています。

こうした生活環境の変化に対応しつ

つ、地域のなかで高齢者の身体と心

を一体的に支えていくことも、被災

地におけるこれからの重要な課題と

なっています。

こうしたなかで、本委員会では、

被災地において災害発生直後から復

旧期において生じた、被災介護事業

者および支援事業者の実態を把握す

るとともに、実態を踏まえた課題等

への対応策を整理し、被災事業者、

支援事業者、行政などの具体的な行

動指針を取りまとめたマニュアルを

作成することを目的として調査研究

を実施しました。

未曾有の大災害を経験したわが国

において、被災地の介護の現場で何

が起きていたのかを記録として残す

とともに、そこで得られた教訓を今

後の災害対策に活かしていくことは

とても重要であると思います。

本調査研究の成果が、東日本大震

災被災地の復興と介護現場における

災害対策の一助になれば幸いです。
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